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　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り

厚くお礼申しあげます。

　ここに当社第76期の決算の状況につきましてご

報告申しあげます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層の

ご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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事業報告（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

1 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に引き続き緩やかな回復基調で推移し

ましたが、米中貿易摩擦問題の世界経済への影響が懸念されるなど、依然として先行きの不透明な状況が続いてお
ります。

当社グループを取り巻く環境におきましては、生産性向上に向けた設備投資や東京オリンピック・パラリンピッ
ク関連の建設需要の増加を背景に、概ね堅調に推移しました。

このような状況の中、当社グループは持続的成長と企業価値向上の実現に向けて、中期経営計画の基本方針に基
づきグループ総合力の発揮、財務体質の改善等に取り組んでまいりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,031億45百万円（前年同期比1.5％増）、営業利益は25億11百万円
（前年同期比0.6％増）、経常利益は25億93百万円（前年同期比2.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は
17億93百万円（前年同期比6.3％増）となりました。

第75期 第76期 前年同期比

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率

連結売上高 101,596 103,145 1,548増 1.5％増

連結営業利益 2,497 2,511 14増 0.6％増

連結経常利益 2,541 2,593 51増 2.0％増

親会社株主に帰属する当期純利益 1,686 1,793 106増 6.3％増
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　セグメント別の概況は、以下のとおりであります。

電機関連事業

売上高
24,078百万円
（前年同期比1.4%減）

電機関連事業では、建築設備関連において首都圏の設備需要を取込み、
制御系機器製品の販売が伸長しました。生産設備関連においてはレーザ加
工機の受注・販売が順調に推移しましたが、半導体関連の設備投資が減少
した影響を受け、ＦＡ系機器製品の販売は苦戦しました。

以上の結果、売上高は240億78百万円（前年同期比1.4％減）、セグメ
ント利益は11億93百万円（前年同期比6.8％減）となりました。

24,427

第75期

24,078

第76期

売上高 （単位：百万円）

機械関連事業

売上高
12,014百万円
（前年同期比5.2％増）

機械関連事業では、農業施設において大型案件を含む農産加工設備等の
受渡しが順調に推移しました。産業機械においては工業機械分野の受渡し
が順調に推移しましたが、食品機械分野における原価増加を吸収するには
至りませんでした。

以上の結果、売上高は120億14百万円（前年同期比5.2％増）、セグメ
ント利益は１億67百万円（前年同期比55.0％減）となりました。

11,422

第75期

12,014

第76期

売上高 （単位：百万円）

建材・燃料関連事業

売上高
44,669百万円
（前年同期比0.2%増）

建材関連事業では、建設需要の増加に伴い、建築資材において外壁工事
や杭工事等の受渡し、土木資材において橋梁関連製品の受渡しが順調に推
移しました。燃料関連事業では、ガソリンや灯油の販売量は伸び悩んだも
のの、安定した市況が続いたことにより収益面は好調に推移しました。

以上の結果、売上高は446億69百万円（前年同期比0.2％増）、セグメ
ント利益は７億29百万円（前年同期比33.1％増）となりました。

44,572

第75期

44,669

第76期

売上高 （単位：百万円）
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海運関連事業

売上高
17,896百万円
（前年同期比4.8%増）

連結子会社のナラサキスタックス株式会社では、北海道胆振東部地震等
の自然災害の影響や人手不足等による原価増加要因はあったものの、札幌
を中心とした建設投資の増加に伴い鋼材・木材等建築関係貨物の取扱いが
順調に推移しました。

以上の結果、売上高は178億96百万円（前年同期比4.8％増）、セグメ
ント利益は２億96百万円（前年同期比15.2％増）となりました。

17,071

第75期

17,896

第76期

売上高 （単位：百万円）

建設機械関連事業

売上高
4,486百万円

（前年同期比9.3%増）

建設機械関連事業では、首都圏を中心とした再開発事業や東京オリンピ
ック・パラリンピック関連の工事が堅調であったことから、コンクリート
ポンプ車等の販売が好調に推移しました。

以上の結果、売上高は44億86百万円（前年同期比9.3％増）、セグメン
ト利益は１億75百万円（前年同期比38.9％増）となりました。

4,103

第75期

4,486

第76期

売上高 （単位：百万円）

　　（注）上記売上高は、外部顧客に対するものであります。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資について、特に記載すべき事項はありません。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達について、特に記載すべき事項はありません。
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(2) 直前3事業年度の財産および損益の状況

94,007

第73期
（2016年3月期）

88,974

第74期
（2017年3月期）

101,596

第75期
（2018年3月期）

103,145

第76期
（2019年3月期）

売上高 （単位：百万円）

195.47

第73期
（2016年3月期）

236.72

第74期
（2017年3月期）

319.74

第75期
（2018年3月期）

339.04

第76期
（2019年3月期）

1株当たり当期純利益 （単位：円）

1,912

第73期
（2016年3月期）

1,863

第74期
（2017年3月期）

2,541

第75期
（2018年3月期）

2,593

第76期
（2019年3月期）

経常利益  （単位：百万円）

44,992

第73期
（2016年3月期）

43,659

第74期
（2017年3月期）

51,267

第75期
（2018年3月期）

52,566

第76期
（2019年3月期）

総資産 （単位：百万円）

1,027

第73期
（2016年3月期）

1,244

第74期
（2017年3月期）

1,686

第75期
（2018年3月期）

1,793

第76期
（2019年3月期）

親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）

11,131

第73期
（2016年3月期）

12,735

第74期
（2017年3月期）

14,359

第75期
（2018年3月期）

15,589

第76期
（2019年3月期）

純資産 （単位：百万円）

第73期
（2016年3月期）

第74期
（2017年3月期）

第75期
（2018年3月期）

第76期
（当連結会計年度）
（2019年3月期）

売上高 （百万円） 94,007 88,974 101,596 103,145
経常利益 （百万円） 1,912 1,863 2,541 2,593
親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 1,027 1,244 1,686 1,793

1株当たり当期純利益 （円） 195.47 236.72 319.74 339.04
総資産 （百万円） 44,992 43,659 51,267 52,566
純資産 （百万円） 11,131 12,735 14,359 15,589

（注）1．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出しております。
2．2018年10月１日を効力発生日として、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これに伴い、第73期の期首に当

該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。
3．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当連結会計年度の期首から適用してお

り前連結会計年度の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。
5
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(3) 重要な子会社の状況
会社名 資本金

（百万円）
出資比率

（％） 主要な事業内容

ナラサキスタックス株式会社 421 90.2 海陸一貫輸送

ナラサキ石油株式会社 130 91.7 石油類の販売

(4) 対処すべき課題
　わが国経済は、依然として国際政治情勢・世界経済の不透明感は強いものの、東京オリンピック・パラリンピック
の開催を控えてのインフラ整備、首都圏での再開発、業務効率化・情報化・省力化のための設備投資の増加も見
込まれ、日本経済は底堅く推移するものと予想されております。
　当社グループを取り巻く事業環境は、上記に加え災害復旧や新幹線の札幌延伸などの公共事業や大型プロジェクト、
更には年度後半からのＩＴ関連需要の持ち直しも期待されることから、概ね堅調に推移するものと見込んでおります。
　一方、人手不足・資材高騰などの不確実な要素もあり、当社グループとしては市場環境の変化と多様化するニーズ
に的確に対応し、総合力を発揮して業績向上に努めてまいります。
　当社グループは、2018年度よりスタートした中期経営計画 “ブラッシュアップ120” が２年目を迎え、中期経営計
画のスローガンでもある「磨きをかけて一歩先へ一段高く！」を念頭に、社員一人一人が高い志を持ち、予測と準備
を怠ることなく、中期経営計画の基本戦略ならびにセグメントごとの事業戦略を着実に遂行してまいります。また、
コンプライアンスの徹底を経営の最重要課題と位置付け、社会から信頼される企業グループであり続けるための企業
風土作りを着実に進めてまいります。
【中期経営計画基本方針】

❶ 事業部門間の連携強化とグループ総合力の発揮
❷ コア事業の強化と生産性の向上
❸ 海外事業、先端技術、環境・エネルギー分野への取組み強化
❹ 財務体質の改善と安定キャッシュフローの創出
❺ 人材の確保・育成
❻ コンプライアンス経営の徹底とコーポレートガバナンス体制の強化

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

事業区分 事業内容

電機関連事業
配電制御機器、回転機器、ＦＡ機器等の販売
空調･冷凍･冷蔵設備、電気設備、昇降機設備の販売
レーザ加工機、電子ビーム加工機、放電加工機の販売
セラミックス、エンジニアリングプラスチック加工品の販売

機械関連事業 産業機械、農業施設、環境エネルギー関連機械ならびにそれらの設備・プラント等の販売

建材・燃料関連事業 セメント、生コンクリート、建築資材、土木資材、環境関連資材、輸入資材等の販売
石油製品、石油化学品、ＬＰガス、アスファルト等の販売

海運関連事業 港湾運送、倉庫、内航運送、外航不定期航路、通関、海運代理店、航空運送代理店、一般貨物自動車運送、
海運仲立

建設機械関連事業 道路切削舗装機械、コンクリートポンプ車、ロータリー除雪車、その他建設機械の販売

(6) 主要な事業所（2019年３月31日現在）

当社

本社（本店）
東 京 本 社
支 社
支 店

：北海道札幌市
：東京都中央区
：北海道札幌市
：北海道旭川市、北海道帯広市、宮城県仙台市、神奈川県横浜市、愛知県名古屋市、
　大阪府大阪市

ナラサキスタックス株式会社 本 社
東 京 支 社

：北海道苫小牧市
：東京都中央区

ナラサキ石油株式会社 本 社：北海道札幌市

(7) 従業員の状況（2019年３月31日現在）

　① 企業集団の従業員の状況
事業区分 従業員数 前期末比増減

電機関連事業 167名 5名増
機械関連事業 68 3名増
建材・燃料関連事業 138 4名減
海運関連事業 235 9名増
建設機械関連事業 12 1名減
全社（共通） 88 増減なし

合計 708 12名増

7
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　② 当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
397名 5名増 42.4歳 16.7年

(8) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）
借入先 借入額（百万円）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,026
株式会社北洋銀行 962
株式会社北海道銀行 428

2 会社の現況
(1) 株式の状況（2019年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 12,000,000株
② 発行済株式の総数 5,325,600株
③ 株主数 2,256名
④ 大株主（上位10名）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

三菱電機株式会社 419 7.89
HORIZON　GROWTH　FUND 316 5.95
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 231 4.35
STATE  STREET  BANK  AND  TRUST  CLIENT  OMNIBUS
ACCOUNT  OM02  505002 224 4.22

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 201 3.79
東京海上日動火災保険株式会社 162 3.05
株式会社北洋銀行 143 2.70
ナラサキ産業社員持株会 142 2.68
極東開発工業株式会社 141 2.66
住友大阪セメント株式会社 109 2.05

　　（注）1．持株比率は自己株式（12,499株）を控除して計算しております。
2．2018年10月１日付で単元株式数を1,000株から100株とする変更を行っております。また、同日付で普通株式５株を１株とする株式

併合を行っており、これに伴い、発行可能株式総数は60,000,000株から12,000,000株に、発行済株式の総数は26,628,000株から
5,325,600株にそれぞれ減少しております。

8
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(2) 会社役員の状況
① 取締役および監査役の状況（2019年３月31日現在）

会社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役会長 吉　田　耕　二

代表取締役社長兼社長執行役員 中　村　克　久

取締役兼常務執行役員 毎　原　吉　紀 総務人事部長　兼　ＩＲ・広報部長　監査部、経理部、
審査部担当

取締役兼常務執行役員 米　谷　寿　明 ＣＳＲ室長　兼　経営企画部長　営業企画部担当

取締役兼常務執行役員 池　上　健　治 電機本部長　冷熱システム部、ビル施設部担当

取締役兼常務執行役員 濱　谷　　　裕 北海道支社長　兼　建材・エネルギー本部長

取締役兼執行役員 山　崎　洋　幸 建設機械部担当

取締役 山　本　昌　平

丸の内中央法律事務所　パートナー弁護士
株式会社バンダイ　社外監査役
株式会社メガハウス　監査役（非常勤）
トーイン株式会社　社外監査役
三信電気株式会社　社外監査役

取締役 吉　野　　　高 吉野高法律事務所　代表
株式会社バンダイナムコアーツ　社外監査役

常勤監査役 田　中　誠　至

常勤監査役 皆良田　　　剛

監査役 鈴　木　茂　夫 公認会計士
養命酒製造株式会社　社外取締役（監査等委員）

監査役 湯　尻　淳　也 弁護士法人小野総合法律事務所　パートナー弁護士

（注）1．取締役山本昌平氏および取締役吉野　高氏は、社外取締役であります。
2．監査役鈴木茂夫氏および監査役湯尻淳也氏は、社外監査役であります。
3．監査役鈴木茂夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
4．当社は、取締役山本昌平氏、取締役吉野　高氏ならびに監査役鈴木茂夫氏、監査役湯尻淳也氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として同証券取引所に届け出ております。
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② 取締役および監査役の報酬等の総額
区分 員数（名） 報酬等の額（百万円）

取締役（うち社外取締役） 10（2） 223（8）

監査役（うち社外監査役） 4（2） 28（4）

合計 14 252
（注）1．2014年６月27日開催の第71期定時株主総会において、取締役の報酬額を年額３億円以内、監査役の報酬額を年額5,000万円以内と決議

いただいております。
2．当事業年度末現在の取締役は９名（うち社外取締役は２名）、監査役は４名（うち社外監査役は２名）であります。上記の取締役の員数

が相違しておりますのは、2018年６月28日開催の第75期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名が含まれているためであり
ます。

3．当社は2014年６月27日開催の第71期定時株主総会終結の時をもって取締役および監査役の役員退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終
結後引き続いて在任する取締役および監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の退
任時に贈呈することを決議いたしております。
これに基づき、上記のほか、当事業年度中に退任した取締役１名に対し３百万円の役員退職慰労金を支給しております。

③ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役山本昌平氏は、丸の内中央法律事務所パートナー弁護士であり、当社は同事務所と顧問契約を締
結しております。また、株式会社バンダイ、トーイン株式会社、三信電気株式会社の社外監査役、株式
会社メガハウスの監査役（非常勤）を兼務しております。当社と株式会社バンダイ、トーイン株式会
社、三信電気株式会社、株式会社メガハウスとの間には特別の関係はありません。

・取締役吉野　高氏は、吉野高法律事務所代表であります。また、株式会社バンダイナムコアーツの社外
監査役を兼務しております。当社と吉野高法律事務所、株式会社バンダイナムコアーツとの間には特別
の関係はありません。

・監査役鈴木茂夫氏は、公認会計士であります。また、養命酒製造株式会社の社外取締役（監査等委員）
を兼務しております。当社と養命酒製造株式会社との間には特別の関係はありません。

・監査役湯尻淳也氏は、弁護士法人小野総合法律事務所パートナー弁護士であります。当社と弁護士法人
小野総合法律事務所との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
活動状況

取締役　山本昌平 当事業年度に開催された取締役会全13回のうち全て（100%）に出席いたしました。弁護士と
しての専門的見地から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

取締役　吉野　高 当事業年度に開催された取締役会全13回のうち全て（100%）に出席いたしました。弁護士と
しての専門的見地から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。
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活動状況

監査役　鈴木茂夫
当事業年度に開催された取締役会全13回のうち12回（92%）に出席し、監査役会全14回のう
ち13回（92%）に出席いたしました。公認会計士としての専門的見地から議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。

監査役　湯尻淳也
当事業年度に開催された取締役会全13回のうち全て（100％）に出席し、監査役会全14回の
うち全て（100%）に出席いたしました。弁護士としての専門的見地から議案審議等に必要な
発言を適宜行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外役員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額として
おります。

(3) 会計監査人の状況
① 名称　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

（注）ＥＹ新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日付で新日本有限責任監査法人から名称変更しております。

② 報酬等の額
報酬等の額（百万円）

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 45

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 45
（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分してお

らず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
2．監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日数や人員配置などの内容、前年度の監査実績の検証と評価、

会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の前提となる見積りの算出根拠を精査した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いた
しました。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。また会計監査人が会社法第340条第
１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した
旨およびその理由を報告いたします。
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(4) 業務の適正を確保するための体制
【業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要】
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するた
めの体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　ナラサキ産業グループは、グループ行動規範に基づき公正な企業活動を展開し、コンプライアンスを徹底するた
めの規程類の整備や体制を構築しております。
　独立社外取締役および独立社外監査役が取締役会に出席することにより、業務執行の決定における客観性および
妥当性の確保を図っております。
　代表取締役社長を最高責任者とするリスク管理推進体制を構築しており、各部署の内部管理責任者を通して報告
されたコンプライアンスをはじめとする、あらゆるリスク情報は、毎月定期的に開催されるリスク管理委員会にお
いて審議し問題点の把握と対策に努めており、その結果は適宜経営会議に報告されております。グループ行動規範
および企業倫理事例集を使用して、内部管理責任者研修および各階層別研修において教育を実施し、法令および定
款の遵守を徹底しております。法令および定款に違反する行為を発見した場合の報告体制として、弁護士と連携し
た内部通報制度を構築しており、通報を受けた場合の調査および報告体制を整備しております。
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対応します。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報および文書の取扱いは、当社社内規程および取扱要領等に従い、適切に保存および
管理し、取締役および監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとなっております。総務人事部担当取締役
が管理責任者となり、文書等保存状況を定期的に検証し、必要に応じて各規程等を見直しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループの経営に重大な影響を及ぼすリスクを的確に認識・評価するとともに、リスクに適切に対処し経営
への影響を最小限に抑える体制を構築することにより、企業の社会的責任を果たし、当社グループの企業価値を高
めることを目的として、リスク管理規程に基づきリスク管理推進体制を構築しております。あらゆるリスク情報を
収集・審議する機関として、リスク管理委員会を設置するとともに、その傘下に部門横断的な全社リスクに対応す
る各種委員会を設置しております。事件・事故等の緊急事態が発生した場合は、速やかに内部管理責任者に連絡し
現場での緊急対応を行うとともに、ＣＳＲ室に情報が集約され、重要性に応じて緊急事態対策本部が設置される体
制になっております。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　年度事業計画は、中期経営計画に基づき、各業務執行ラインにおいて定めた目標をもとに作成し、目標達成の進
捗状況は、経営会議において定期的に報告しております。職務の執行については、取締役会規程および職務権限規
程に基づく意思決定ルールに従い、適正かつ効率的に行われる体制をとっております。

⑤ 当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社グループ全体の会議を開催し、経営方針、年度計画、目標数値の進捗状況等の審議ならびに報告を通して情
報の共有化を図っております。関係会社運営規程に基づき、子会社の業務が適正かつ効率的に行われ、子会社を担
当する当社取締役は、業績目標達成状況の把握とともに、リスク管理状況を把握して経営会議に報告しておりま
す。
　子会社においても各部署の内部管理責任者から、コンプライアンスをはじめとする、あらゆるリスク情報が報告
され問題点の把握と対策に努めており、その結果は、親会社である当社に報告される体制となっております。コン
プライアンスおよびリスク管理等に関して、当社および子会社の委員会が連携し、当社グループの内部統制強化を
図っております。
　子会社における内部通報制度は、独自の内部通報体制のほか、弁護士および当社への通報体制も構築しておりま
す。
　当社および子会社において、親会社監査部の定期的監査を行い、その結果を取締役会に報告しております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役の職務を補助する部署は、監査部および総務人事部としております。

⑦ 上記の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助する従業員の人事異動については、監査役会の同意を必要とします。

⑧ 当社ならびに子会社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制

　監査役が出席する取締役会および経営会議において、取締役会付議案件に関連する事項および経営会議付議案件
に関連する事項について報告しております。当社ならびに子会社の取締役および従業員は、次のとおり報告および
情報提供を行います。イ．経営状況として重要な事項　ロ．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項　ハ．
内部統制システムに関わる部署および委員会の活動状況　ニ．内部監査の活動状況　ホ．重要な会計基準の変更
ヘ．内部通報制度による通報状況および内容
　監査役は、グループ監査役会を開催し、子会社監査役と連携することにより情報の把握に努め、監査の実効性を
高めております。
　監査役が当社ならびに子会社の取締役および従業員に報告を求めた場合は、速やかに報告するものとし、報告し
たことを理由に不利益な取扱いをしないものとします。
　監査役が職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または
債務を適切に処理します。
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⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査の実効性を高めるため、監査役会は代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催して
おります。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社および当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、内部統制の基本方針を定めた「財務報告に係る内
部統制規程」および内部統制を整備・運用・評価するための実施要領に基づき、適正かつ有効な内部統制システム
を構築しております。

【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】
　上記に掲げた体制整備の基本方針に基づき、諸施策を着実に実行しております。リスク管理体制の整備を中期経営
計画のＣＳＲ戦略テーマに掲げ、グループの体制整備に取り組んでおります。また、内部管理責任者研修および社員
研修においてコンプライアンス教育を実施し、コンプライアンス意識の浸透に努めております。反社会的勢力排除の
取り組みに関しては、社内ルールに基づき徹底を図っております。

(5) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、財務体質の強化と今後の事業展開に必要な内部留保の充実を図りつつ、収益状況に応じて、安定的な配当
を行うことを基本としております。
　中長期的な視点に立ち、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入し、企業価値の持続的な向上に努めてまいり
ます。当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき55円とさせていただきました。

（注）2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。株式併合の影響を考慮しない場合の１株あたりの年間
　　　配当金は11円となり、前期配当金に比べ１円の増配となります。
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連結計算書類

連結貸借対照表 （単位：百万円）

科目 (ご参考) 第75期
2018年3月31日現在

第76期
2019年3月31日現在 科目 (ご参考) 第75期

2018年3月31日現在
第76期

2019年3月31日現在

（資産の部）

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

原材料及び貯蔵品

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

リース資産

その他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

退職給付に係る資産

その他

貸倒引当金

37,773

9,335

25,410

1,099

32

1,901

△5

13,493

8,204

995

1,296

5,385

486

40

273

5,016

2,659

346

1,137

879

△6

39,127

9,446

25,767

1,277

30

2,624

△18

13,438

8,383

1,033

1,101

5,359

626

262

238

4,816

2,435

541

987

863

△10

（負債の部）
流動負債 32,685 33,077

支払手形及び買掛金 26,807 26,842
短期借入金 1,550 1,970
1年内返済予定の長期借入金 933 545
リース債務 188 203
未払法人税等 566 515
賞与引当金 390 411
工事損失引当金 － 25
その他 2,248 2,564

固定負債 4,222 3,899
長期借入金 997 498
長期未払金 1,175 1,057
リース債務 476 569
特別修繕引当金 54 62
退職給付に係る負債 1,088 1,261
その他 429 450

負債合計 36,908 36,976
（純資産の部）
株主資本 13,058 14,611

資本金 2,354 2,354
資本剰余金 1,288 1,288
利益剰余金 9,477 11,004
自己株式 △61 △36

その他の包括利益累計額 941 594
その他有価証券評価差額金 558 404
繰延ヘッジ損益 △1 △0
退職給付に係る調整累計額 384 190

非支配株主持分 359 384
純資産合計 14,359 15,589

資産合計 51,267 52,566 負債・純資産合計 51,267 52,566
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 （単位：百万円）

科目
(ご参考) 第75期
2017年4月 1 日から
2018年3月31日まで

第76期
2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

売上高 101,596 103,145
売上原価 91,531 93,024

売上総利益 10,065 10,121
販売費及び一般管理費 7,568 7,609

営業利益 2,497 2,511
営業外収益 174 200

受取利息 7 7
受取配当金 49 52
持分法投資利益 23 27
受取賃貸料 60 61
その他 33 51

営業外費用 129 119
支払利息 92 68
固定資産賃貸費用 10 20
その他 26 30
経常利益 2,541 2,593

特別利益 52 89
固定資産売却益 6 11
投資有価証券売却益 15 －
関係会社清算益 31 78

特別損失 75 35
固定資産処分損 6 2
減損損失 67 26
投資有価証券評価損 1 －
投資有価証券売却損 － 7
税金等調整前当期純利益 2,519 2,646
法人税、住民税及び事業税 822 874
法人税等調整額 △15 △52
法人税等合計 807 821
当期純利益 1,711 1,825
非支配株主に帰属する当期純利益 25 31
親会社株主に帰属する当期純利益 1,686 1,793

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類

貸借対照表 （単位：百万円）

科目 (ご参考) 第75期
2018年3月31日現在

第76期
2019年3月31日現在 科目 (ご参考) 第75期

2018年3月31日現在
第76期

2019年3月31日現在

（資産の部）
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
前渡金
前払費用
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
器具及び備品
土地
リース資産

無形固定資産
電話加入権
ソフトウエア
リース資産

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
差入保証金
繰延税金資産
前払年金費用
その他
貸倒引当金

33,392
7,178
9,911

13,622
979

1,556
83
54
11

△4
6,232
1,890

200
24
8
4

1,609
41

237
16
54

166
4,104
1,590

815
1
1
0
3

517
176
788
210
△0

34,560
6,498
9,214

15,409
1,177
2,133

91
45
7

△17
6,057
1,842

190
20
6
5

1,583
35

210
16
48

145
4,004
1,394

795
1
3
2
1

523
258
802
225
△4

（負債の部）
流動負債 27,592 27,680

支払手形 8,471 8,496
買掛金 15,776 15,652
短期借入金 － 420
1年内返済予定の長期借入金 584 242
リース債務 58 59
未払金 5 10
未払費用 135 144
未払法人税等 506 355
未払消費税等 90 31
前受金 1,643 1,890
預り金 40 56
前受収益 1 2
賞与引当金 275 280
工事損失引当金 － 25
その他 1 13

固定負債 1,336 1,108
長期借入金 249 53
リース債務 134 84
退職給付引当金 492 493
その他 460 478

負債合計 28,928 28,788
（純資産の部）
株主資本 10,185 11,450

資本金 2,354 2,354
資本剰余金 1,288 1,288

資本準備金 619 619
その他資本剰余金 668 668

利益剰余金 6,604 7,844
その他利益剰余金 6,604 7,844

繰越利益剰余金 6,604 7,844
自己株式 △61 △36

評価・換算差額等 510 379
その他有価証券評価差額金 510 379

純資産合計 10,696 11,829
資産合計 39,624 40,618 負債・純資産合計 39,624 40,618

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
17
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損益計算書 （単位：百万円）

科目
(ご参考) 第75期
2017年4月 1 日から
2018年3月31日まで

第76期
2018年4月 1 日から
2019年3月31日まで

売上高 83,135 83,887
売上原価 75,969 76,818

売上総利益 7,165 7,069
販売費及び一般管理費 5,039 5,061

営業利益 2,125 2,008
営業外収益 149 158

受取利息 6 7
受取配当金 84 87
受取賃貸料 48 48
その他 9 14

営業外費用 65 67
支払利息 40 24
売上割引 7 9
固定資産賃貸費用 10 18
その他 6 15
経常利益 2,209 2,099

特別利益 0 80
固定資産売却益 0 2
投資有価証券売却益 0 －
関係会社清算益 － 78

特別損失 67 33
固定資産処分損 3 0
減損損失 62 26
投資有価証券評価損 1 －
投資有価証券売却損 － 7
税引前当期純利益 2,142 2,146
法人税、住民税及び事業税 681 676
法人税等調整額 △19 △35
法人税等合計 662 641
当期純利益 1,480 1,505

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
18
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月21日

ナラサキ産業株式会社
取締役会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員 公認会計士 小野木 幹久 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 吉 田 雅 彦 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ナラサキ産業株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ
とを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ナラサキ産業株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月21日

ナラサキ産業株式会社
取締役会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員 公認会計士 小野木 幹久 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 吉 田 雅 彦 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ナラサキ産業株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日まで
の第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に
ついて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第76期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し
た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
 （1） 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等

及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
 （2） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、監査部その他の使用

人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及びＥＹ新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及
び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表）について検討いたしました。
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2．監査の結果

　（1） 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め指摘すべき事項は認められません。

　（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（3） 連結計算書類の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月21日

ナラサキ産業株式会社　監査役会

常勤監査役 田 中 誠 至 ㊞
常勤監査役 皆良田　剛 ㊞
社外監査役 鈴 木 茂 夫 ㊞
社外監査役 湯 尻 淳 也 ㊞

以　上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

裏表紙




